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15議員が市政を問う一 般 質 問
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問　十和田市防災マップに掲載されている洪
水・土砂災害防災マップとはどういうものか。
答　県が調査、公表している1000年に１度程
度の確率で起こるレベルの最大規模の大雨によ
る洪水、浸水想定区域のほか、県が指定してい
る土砂災害警戒区域等をハザードマップとして
地図化したものです。
問　土砂災害警戒区域付近には人家があり住民
が生活している。この付近で森林の開発行為が
行われた場合、土砂災害の発生が懸念されるが、
市民から開発行為の通報があった際の対応は。
答　通報者より詳細を聞き取りし当該箇所の特
定を行い、速やかに現地確認を行います。森林
法による県の開発許可を要すると思われる案件
の場合は、県へ情報提供を行い、以降は県が主
体となり対応することとなりますが、県から要
請があった場合には、現地の案内や調査等に協
力するなど、適切な対策が講じられるよう県と
連携することとしています。
問　観光客に対する防災面でのサポート体制は。
答　観光事業者と連携して観光客向けの災害時
対応マニュアルの作成を進めるほか、観光施設
などに最寄りの避難所の掲示、被災時の連絡窓
口機能設置や多言語対応の周知チラシを配置す
るなど、観光客に安心、安全に滞在していただ
ける環境を整備していきたいと考えています。

問　飼料高騰に対する畜産農家への支援策は。
答　家畜飼料を含む物価高騰の影響を緩和する
ため、令和４年度に農業資材等高騰対策事業継
続給付金を、令和５年度にはエネルギー価格高
騰対策事業者支援給付金と物価高騰対策事業者
支援給付金を給付し、畜産農家を含む市内農業
者全体に対して支援を行いました。

問　中央病院の眼科の診療体制は。
答　令和５年度まで常勤医が不在だったため、
応援医師による診察を週３日行ってきましたが、
今年度から常勤医が２名体制となり、白内障手
術を中心に手術件数も令和６年５月実績で約５
倍に増加しており、患者のニーズに応えること
ができているものと考えています。
問　中央病院の消化器内科の診療体制は。
答　令和５年度末から常勤医が不在となり、現
在は応援医師２名が月曜日から金曜日までの週
５日、外来診療と主に内視鏡検査のみを行って
います。入院しての胃、大腸のポリープ切除術
はできませんが、内視鏡検査は外科と総合診療
科で実施しており、前年度の検査件数の約７割
をカバーしています。しかし、消化器内科では
内視鏡手術ができないため、ポリープ切除を希
望の場合は、他の医療機関を紹介しています。

問　三本木霊園の使用状況は。
答　令和６年３月末現在の一般墓地の使用状況
は、第１種の使用区画が614区画、使用率
97.8％、第２種の使用区画が2,607区画、使
用率98.3％です。
問　管理手数料の滞納状況は。
答　令和６年５月末現在の滞納者数は49人、
54区画です。
問　引継ぐ人がいなくなり放置されている無縁
墓はあるか。
答　無縁墓かどうかの確認はしていませんが、
草取りなどの維持管理がされていない区画は、
令和６年６月７日現在で43区画あります。
問　無縁墓にならないための対策は。
答　早めに相手に接触し、無縁墓や滞納が増え
ないように努めます。
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問　令和５年度に物価高騰対応などの商品券が
市民に配布されたが、デジタル地域通貨を活用
することで費用削減につながると考える。デジ
タル地域通貨導入に向けた市の検討状況は。
答　紙媒体の地域通貨に比べ、印刷・発送費用、
発送期間の削減効果が期待される一方、システ
ムの導入や維持管理費が高額となること、デジ
タル化に対応できない店舗、利用者への配慮な
ど課題もあることから、先進自治体の事例など
を参考にしながら、検討を続けたいと考えてい
ます。
問　デジタル技術の活用格差解消であるデジタ
ルディバイド対策の状況は。
答　令和５年度はスマートフォンの基本的な使
い方などについて、ふるさと出前きらめき講座
を９回開催し、延べ200人以上の方が参加し
ました。今年度はＬＩＮＥの使い方などの講義
を実施していきたいと考えています。

問　奨学金の取組状況は。
答　市育英基金を活用した市奨学金貸与事業の
貸与人数は、令和元年度32名、令和２年度28名、
令和３年度22名、令和４年度32名、令和５
年度36名です。返済不要の田中孝奨学生教育
支援事業については、平成29年度の開始から
令和５年度までの給付決定者数は90名です。
問　給付型奨学金を増員する考えは。
答　給付決定者が定員を超える状況にないこと
から増員は考えていません。
問　奨学金返還支援事業の概要と取組状況は。
答　前年度に返還した奨学金の２分の１、上限
10万円を最長５年間支援するもので、補助実
績は令和４年度13件、51万円、令和５年度87件、
415万５千円です。

問　視覚障がい者や高齢者など誰にでも優しい
情報の伝達が必要と考えるが、その現状は。
答　視覚障がいのある方に対して、広報とわだ
の記事の内容を読み上げ録音したものを「声の
広報」として配付しています。また、ホームペ
ージに音声データを掲載しているほか、拡大読
書器や情報、通信支援用具などの購入費の一部
を補助しています。
問　文字情報を２次元コードに変換したものを
スマートフォンの専用のアプリを使ってカメラ
にかざし、その内容を音声で聞くことができる
Ｕｎｉ－Ｖｏｉｃｅ等の音声コードを市の印刷
物や郵便物に掲載し活用してはどうか。
答　情報を得る環境の改善につながると認識し
ており、庁内関係部署と情報共有を図っていき
たいと考えています。

問　ＨＰＶワクチンキャッチアップ接種の実施
は今年度末までのため、対象者に最後の個別通
知をすべきと考えるが市の対応は。
答　７月中旬をめどに、はがきでの勧奨を予定
しています。
問　ＨＰＶワクチン接種の小中学校での情報提
供を強化して欲しいと考えるが市の対応は。
答　小中学校で行われているがん教育を通して
児童生徒に情報提供するよう呼びかけます。
問　帯状疱疹ワクチン接種費用の助成を何度も
提案してきたが、市の考えは。
答　現時点で助成は考えていませんが、国で定
期接種化に関する検討がされているため、今後
も国や他自治体の状況を注視していきます。
問　高齢者の肺炎予防としてＲＳウイルス感染
症の疾患の周知と予防の注意喚起をする考えは。
答　高齢者の集まる機会を捉え、関係課と協力
し注意喚起を行っていきたいと考えています。
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